予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　項：企画開発費　　目：交通対策費　　　
	事業名　第三セクター鉄道経営健全化補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
都市建築部 都市公園整備局 公共交通課 地域交通係
電話番号：058-272-1111（内2732）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11134@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        2,309千円（前年度予算額：2,307千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,307
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,307

	要求額
	2,309
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,309

	決定額
	2,309
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,309


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・国鉄の再建に伴い、本県では、昭和５９年から６１年にかけ、県や市町村、経済界等が出資し、第三セクター方式の鉄道会社を設立した。これら鉄道各社の施設は、旧国鉄時代から通算すると、路線が開通してからおよそ80年近く経過している。橋梁やトンネル等の鉄道設備は老朽化が目立つようになっており、安全運行のための老朽化対策費が事業者経営の大きな負担となっている。
・一方で、沿線人口の減少や自家用車の普及による鉄道利用客の減少等の影響で旅客収入の減少が続いており、鉄道事業を取り巻く環境は非常に厳しいものとなっている。

・そのような状況で、第三セクター鉄道は、年間183万人（H26年度実績）の利用者があり、地域の生活を支える重要な交通手段であるため、路線の存続に向け鉄道事業者自身の経営努力及び地域と一体となった取り組みが求められている。
（２）事業内容
　・鉄道事業者が経営改善のために企画立案等に優れた人材を外部登用する場合、その人件費が経営の過剰な負担とならないように、財政支援を行う。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　【補助対象】

　　　　第三セクター鉄道事業者
　　　【補助率】

　　　　３９／１００

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	2,309
	第三セクター鉄道事業者の職員であって、岐阜県知事が指定する職員の人件費について、一定の割合で支援する。

	合計
	2,309
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　　４　人が集まり、経済が循環する、拠点性の高い地域をつくる

　　　・第三セクター鉄道について、行政や事業者の他、地域住民、商店街、商業施設、病院、企業、学校など様々な主体が参画し、地域全体で三セク鉄道を支える取組を促進するとともに、事業者が実施する安全対策を支援する。

県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	第三セクター鉄道経営健全化補助金

	補助事業者（団体）
	県内第三セクター鉄道事業者

	補助事業の概要
	（目的）鉄道事業者の健全な経営の支援
（内容）職員の人件費の一部を補助

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（補助率39/100）

	補助効果
	鉄道事業者の健全な経営の支援を図る

	終期の設定
	終期２７年度

（理由）事業開始から３年以上経過


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　鉄道事業の経営を、安定して継続できる状態とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H**年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①
	
	
	

	②
	
	
	


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	
	
	
	
	

	指標①目標
	
	
	
	
	

	指標①実績
	
	
	
	
	

	指標①達成率
	
	
	
	
	

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	
	

	指標②達成率
	
	
	
	
	


（前年度の成果）

	　事業者が登用した人材は、旅客人員や営業収益増加につながる提案等を数多く行っており、経営改善に寄与した。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
利用者の減少により収入が減る中で、鉄道設備の老朽化が進んでおり、設備の老朽化対策に係る費用が事業者の大きな負担となることが見込まれる。こうした状況から、事業者経営は今後もますます厳しくなっていくと想定されており、経営改善を図るためにさらなる努力が必要となる。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	鉄道事業者が登用する職員は、イベント列車等の企画立案を通じて経営改善に寄与することができている。さらなる経営基盤の強化を図るため、当該職員の人件費が事業者の過剰な負担とならないよう、一定の支援を行う必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	本事業により、鉄道事業者は外部から優秀な人材を登用することができており、当該職員による企画列車の立案や各種企業へのセールス活動等が経営改善につながっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	100分の61が鉄道事業者の負担となっていることから、鉄道事業者の経営努力を引き出すことができる制度となっている。


（事業の見直し検討）

	　事業者経営はますます厳しくなっていくことが予想され、前年度の成果を踏まえ、今後もさらなる経営改善を図る努力が必要となる。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）この制度により、厳しい経営状況にある事業者の負担を軽減し経営改善を図るとともに、公共交通機関として最も重要な「安全運行の確保」の観点から、設備投資と維持修繕に対する補助により、地域の生活にとって重要な移動手段である第三セクター鉄道を支援していくことが必要である。


鉄道事業者が登用する職員が事業者経営にもたらす効果について、数値目標等の指標を設定することは困難であるため、指標は設定しない。








